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第95期定時株主総会招集ご通知に際しての 

イ ン タ ー ネ ッ ト 開 示 事 項 
 

 
① 連 結 計 算 書 類 の 連 結 注 記 表 

② 計 算 書 類 の 個 別 注 記 表 
(平成 2 9年 4月 1日から平成 3 0年 3月 3 1日まで ) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
「連結計算書類の連結注記表」および「計算書類の個別注記表」につ

きましては、法令および当社定款第14条の規定に基づき、当社ホーム

ページ(https://www.bandogrp.com)に掲載することにより株主の皆様

に提供しております。 
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連結注記表 
 

〈 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記〉  

１ ． 連結の範囲に関する事項 

（ １ ） 連結子会社の数  ２ ３ 社 

①国内子会社    ０ ６ 社 

福井ベルト 工業株式会社 バンド ー・ I ・ C・ S株式会社 

バンド ート レーディ ング株式会社 バンド ーエラスト マー株式会社 

ビー・ エル・ オート テッ ク株式会社 バンド ー興産株式会社 

  ②海外子会社    １ ７ 社  

Bando USA,  I nc.  Bando Bel t i ng de Mexi co,  S. A.  de C. V.  

Bando Jungkong Lt d.  Bando Kor ea Co. ,  Lt d.  

Bando ( Shanghai )  Management  Co. ,  Lt d.  Bando Bel t（ Ti anj i n） Co. ,  Lt d.  

Bando ( Shanghai )  I ndust r y Equi pment  El ement  Co. ,  Lt d.  

Bando Manuf act ur i ng ( Dongguan)  Co. ,  Lt d.  Bando Si i x Lt d.  

Bando Manuf act ur i ng ( Vi et nam)  Co. ,  Lt d.  Bando Asi a & Paci f i c Co. ,  Lt d.  

Bando Manuf act ur i ng（ Thai l and） Lt d.  Bando ( Si ngapor e)  Pt e.  Lt d.  

Bando ( I ndi a)  Pvt .  Lt d.  Bando Bel t  Manuf act ur i ng ( Tur key) ,  I nc.  

Bando Eur ope GmbH  Bando I ber i ca,  S. A.  

 

（ ２ ） 連結の範囲の変更 

    東日本バンド ー株式会社は、 平成２ ９ 年４ 月１ 日の西日本バンド ー株式会社との合併により 消滅したため、 連

結の範囲から除外しており ます。 なお、 西日本バンド ー株式会社は平成２ ９ 年４ 月１ 日付でバンド ー・ I ・ C・ S

株式会社へ商号を変更しており ます。  

    Bando Asi a & Paci f i c Co. ,  Lt d. は、 平成２ ９ 年７ 月１ ３ 日に設立したため、 新たに連結の範囲に含めており

ます。  

    Pengel uar an Get ah Bando ( Mal aysi a)  Sdn. Bhd. は、 平成３ ０ 年１ 月２ ６ 日をもって清算を結了し たため、 連

結の範囲から除外しており ます。  

    BL Aut ot ec ( Shanghai ) ,  Lt d.  は、 平成３ ０ 年３ 月１ ６ 日をもって清算を結了したため、 連結の範囲から除外

しており ます。  

 

２ ． 持分法の適用に関する事項 

（ １ ） 持分法を適用した関連会社の数 ７ 社 

 持分法を適用した関連会社の名称 

 東日本ベルト 販売株式会社 

 バン工業用品株式会社 

 北陸バンド ー株式会社 

 バンド ー・ ショ ルツ株式会社 

 Sanwu Bando I nc.  

 Kee Fat t  I ndust r i es, Sdn. Bhd.  

 P. T. Bando I ndonesi a 

 

（ ２ ） 持分法を適用しない関連会社の名称 

浩洋産業株式会社 

Phi l i ppi ne Bel t  Manuf act ur i ng Cor p.  

Accupower  Di st r i but or s I nc.  

 

   持分法を適用しない理由 

    持分法非適用会社は、 当期純利益および利益剰余金等に重要な影響を及ぼさ ないと考えられるので持分法適

用の範囲から除外しており ます。  
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３ ． 連結子会社の事業年度等に関する事項 

    連結子会社のう ち、 決算日が連結決算日と異なる会社は次のとおり であり ます。  

連結子会社名  決算日 

Bando ( Shanghai )  Management  Co. ,  Lt d.   １ ２ 月末日 

Bando Bel t（ Ti anj i n） Co. ,  Lt d.    １ ２ 月末日 

Bando ( Shanghai )  I ndust r y Equi pment  El ement  Co. ,  

Lt d.  

 １ ２ 月末日 

Bando Manuf act ur i ng ( Dongguan)  Co. ,  Lt d.   １ ２ 月末日 

   連結計算書類の作成には、 連結決算日で実施した仮決算に基づく 計算書類を使用しており ます。  

 

４ ． 会計方針に関する事項 

（ １ ） 重要な資産の評価基準および評価方法 

①有価証券   

その他有価証券   

時価のあるもの ・ ・ ・  決算日の市場価格等に基づく 時価法 

（ 評価差額は全部純資産直入法により 処理し 、 売却原価は移動

平均法により 算定）  

   

時価のないもの ・ ・ ・  移動平均法による原価 

   

②デリ バティ ブ  ・ ・ ・  時価法 

   

③たな卸資産   

 当社   

  製品・ 仕掛品・ 原材料 ・ ・ ・  先入先出法による原価法 

（ 貸借対照表価額は収益性の低下に基づく 簿価切下げの方法に

より 算定）  

   

  商品・ 貯蔵品 ・ ・ ・  総平均法による原価法 

（ 貸借対照表価額は収益性の低下に基づく 簿価切下げの方法に

より 算定）  

   

連結子会社   

国内連結子会社は主として総平均法による原価法によっており 、 在外連結子会社は概ね先入先出法に

よる原価法によっており ます（ 貸借対照表価額は収益性の低下に基づく 簿価切下げの方法により 算

定） 。  

   

（ ２ ） 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 

 （ リ ース資産を除く ）  

・ ・ ・  定率法（ 一部の連結子会社では定額法を採用しており ます。 ）  

ただし 、 当社および国内連結子会社は、 平成１ ０ 年４ 月１ 日以

降取得し た建物（ 附属設備を除く ） 並びに平成２ ８ 年４ 月１ 日

以降取得し た建物附属設備および構築物については定額法を採

用しており ます。  

なお、 主な耐用年数は以下のとおり であり ます。  

建物及び構築物     ３ ～５ ０ 年 

機械装置及び運搬具  ５ ～１ ０ 年 
   

②無形固定資産 

 （ リ ース資産を除く ）   

・ ・ ・  定額法 

なお、 自社利用のソフト ウェ アについては社内における利用可

能期間（ ５ 年） に基づいており ます。  

   

③リ ース資産  ・ ・ ・  所有権移転外ファイナンス・ リ ース取引に係るリ ース資産 

リ ース期間を耐用年数と し 、 残存価額を零と する定額法を採用
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しており ます。  

 

（ ３ ） 重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 ・ ・ ・  債権の貸倒れによる損失に備えるため、 一般債権については貸

倒実績率により 、 貸倒懸念債権等特定の債権については個別に

回収可能性を検討し 、 回収不能見込額を計上しており ます。  

   

②株式報酬引当金 ・ ・ ・  役員報酬Ｂ Ｉ Ｐ 信託による当社株式の交付に備えるため、 社内                  

規程に基づき、 役員等に割り 当てられたポイント に応じた株式      

の支給見込額を計上しており ます。  

 

（ ４ ） 退職給付に係る会計処理の方法 

従業員の退職給付に備えるため、 当連結会計年度末における退職給付債務および年金資産の見込額に基づき

計上しており ます。  

退職給付債務の算定にあたり 、 退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属さ せる方法については、

給付算定式基準によっており ます。  

過去勤務費用は、 その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（ １ ０ 年） による定額法により

費用処理しており ます。  

数理計算上の差異は、 各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（ １ ０

年） による定額法により 按分した額を、 それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理すること と し ており ます。  

未認識数理計算上の差異および未認識過去勤務費用については、 税効果を調整の上、 純資産の部におけるそ

の他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しており ます。  

 

（ ５ ） 重要な外貨建資産または負債の本邦通貨への換算基準 

    外貨建金銭債権債務は、 決算日の直物為替相場により 円貨に換算し 、 換算差額は損益として処理しており ます。  

    なお、 在外子会社等の資産および負債は、 決算日の直物為替相場により 円貨に換算し 、 収益および費用は期中

平均為替相場により 円貨に換算し 、 換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定および非支配株主持分に含

めて計上しており ます。  

 

（ ６ ） 重要なヘッ ジ会計の方法 

①ヘッ ジ会計の方法 ・ ・ ・  繰延ヘッ ジ処理によっており ます。 ただし 、 金利スワッ プにつ

いては特例処理を採用しており ます。  

②ヘッ ジ手段とヘッ ジ対象   

ヘッ ジ手段 ・ ・ ・  金利スワッ プ取引および金利通貨スワッ プ取引 

ヘッ ジ対象 ・ ・ ・  変動金利の借入金 

③ヘッ ジ方針 ・ ・ ・  為替変動リ スクおよび金利変動リ スクを回避するために社内規

定に基づきヘッ ジを行っており ます。  

④ヘッ ジ有効性評価の方法 ・ ・ ・  ヘッ ジ対象と ヘッ ジ手段の相場変動の累計を比較し 、 両者の変

動額等を基礎にして判断をしており ます。  

また、 金利スワッ プについては、 特例処理の要件を満たし てい

るかの判定をもって有効性の判定に代えており ます。  

 

（ ７ ） のれんおよび負ののれんの償却方法および償却期間 

  のれんについては、 １ ０ 年の定額法により 償却を行っており ます。  

 

（ ８ ） 消費税等の会計処理 

    消費税および地方消費税の会計処理は、 税抜方式によっており ます。  

 

（ ９ ） 連結納税制度の適用 

連結納税制度を適用しており ます。  
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５ ． 追加情報 

（ 従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）   

当社は、 中長期的な企業価値を高めることを目的として、 従業員持株Ｅ Ｓ ＯＰ 信託を導入しており ます。  

  当該信託契約に係る会計処理については、 「 従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の

取扱い」 を適用しており ます。  

(１ ） 取引の概要 

  当社が「 バンド ー化学社員持株会」 （ 以下、 「 当社持株会」 という 。 ） に加入する従業員のう ち一定の要件を充足

する者を受益者とする信託を設定し 、 当該信託は信託設定時より ５ 年間にわたり 当社持株会が取得すると見込まれ

る数の当社株式を、 予め定めた取得期間において取得しており ます。 その後、 当該信託は当社株式を毎月一定日に

当社持株会に売却いたします。  

(２ ） 信託に残存する自社の株式 

  信託に残存する当社株式を、 信託における帳簿価額（ 付随費用の金額を除く 。 ） により 、 純資産の部に自己株式と

して計上しており ます。 当連結会計年度末の当該株式の帳簿価額および株式数は、 ２ ８ ３ 百万円および２ ７ ５ 千株で

あり ます。  

(３ ） 総額法の適用により 計上された借入金の帳簿価額 

 当連結会年度末 ３ １ ７ 百万円 

 

（ 取締役等を対象とする業績連動型株式報酬制度）  

  当社は、 取締役（ 業務執行取締役でない取締役および海外居住者を除く 。 ） および執行役員（ 以下、 併せて「 取締

役等」 という 。 ） を対象に、 取締役等の報酬と当社株式の価値との連動性をより 明確にし 、 中長期的な業績の向上と

企業価値の増大への貢献意識を高めることを目的として、 業績連動型株式報酬制度（ 以下、 「 本制度」 という 。 ） と

して役員報酬Ｂ Ｉ Ｐ 信託を導入しており ます。  

当該信託契約に係る会計処理については、 「 従業員等に信託を通じ て自社の株式を交付する取引に関する実務上

の取扱い」 に準じており ます。  

（ １ ） 取引の概要 

  本制度は、 当社が信託に金員を拠出し 、 当該信託がこれを原資と して当社株式を取得し 、 業績達成度に応じて当社

の取締役等に当社株式の交付を行う 業績連動型株式報酬制度です。 ただし 、 取締役等が当社株式の交付を受ける時期

は、 原則として、 取締役等の退任時とします。  

（ ２ ） 信託に残存する自社の株式 

  信託に残存する当社株式を、 信託における帳簿価額（ 付随費用の金額を除く 。 ） により 、 純資産の部に自己株式と

して計上しており ます。 当連結会計年度末の当該株式の帳簿価額および株式数は、 ２ ７ ６ 百万円および２ ７ ６ 千株で

あり ます。  

また、 上記役員報酬の当連結会計年度末負担見込額については、 株式報酬引当金として計上しており ます。  

 

 

〈 連結貸借対照表に関する注記〉  

１ ． 担保に供している資産 

   投資有価証券                     ６ 百万円 

     

 ２ ． 有形固定資産の減価償却累計額        ７ ９ ， ７ ７ ０ 百万円 

 

 ３ ． 連結会計年度末日満期手形等 

 連結会計年度末日満期手形等の会計処理については、 手形交換日または決済日をもって決済処理し ており ます。

なお、 当連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、 次の連結会計年度末日満期手形等が当連結会計年度末

日残高に含まれており ます。  

受取手形 ３ １ ５  百万円 

電子記録債権 ２ ４ ８  百万円 

支払手形 ３ ４  百万円 

電子記録債務 ７ １ ５  百万円 
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〈 連結損益計算書に関する注記〉  

減損損失 

用途 場所 
減損損失 

種類 金額（ 百万円）  

事業用資産 大阪府泉南市 建物及び構築物 ８ ４  

機械装置及び運搬具 ９ ５  

建設仮勘定 ３  

その他 ０  

合計 １ ８ ４  

 （ 資産のグルーピング方法）  

当社グループは管理会計上の区分に従い、 事業部を基礎としたグルーピングを行っており ます。  

ただし 、 遊休資産については、 それぞれ個別の物件ごとにグルーピングを行っており ます。  

 

（ 減損損失の認識に至った経緯）  

当連結会計年度に減損処理の対象と なる資産は、 営業損失の発生が継続し 、 割引前将来キャッ シュ ・ フロー

の総額が帳簿価額を下回ったため、 減損損失を認識しており ます。  

 

（ 回収可能価額の算定方法）  

回収可能価額は、 正味売却価額により 測定し ており 、 土地については路線価による相続税評価額に合理的な

調整を行って算出した金額により 評価しており ます。  

 

 

〈 連結株主資本等変動計算書に関する注記〉  

１ ．  発行済株式の種類および総数に関する事項 

株式の種類 当連結会計年度 

期首株式数（ 株）  

当連結会計年度 

増加株式数（ 株）  

当連結会計年度 

減少株式数（ 株）  

当連結会計年度末 

株式数（ 株）  

普通株式 ４ ７ ， ２ １ ３ , ５ ３ ６  － － ４ ７ ， ２ １ ３ , ５ ３ ６  

 

２ ．  自己株式の種類および株式数に関する事項 

株式の種類 当連結会計年度 

期首株式数（ 株）  

当連結会計年度 

増加株式数（ 株）  

当連結会計年度 

減少株式数（ 株）  

当連結会計年度末 

株式数（ 株）  

普通株式 １ , ３ ６ ７ , ３ ９ ４  １ ３ ７ , １ ３ ２  ８ ９ , ２ ０ ０  １ , ４ １ ５ , ３ ２ ６  

（ 注） １ ． 当社は、 従業員持株Ｅ Ｓ ＯＰ 信託および役員報酬Ｂ Ｉ Ｐ 信託を導入しており 、 信託が所有する当社株式

は自己株式に含めて記載しており ます。  

２ ． 普通株式の増加１ ３ ７ ， １ ３ ２ 株のう ち主なものは、 定款の定めに基づく 取締役会決議による取得 

１ ３ ３ ， ５ ０ ０ 株、 単元未満株式の買取り ２ ， ５ ３ １ 株によるものであり ます。  

３ ． 普通株式の減少８ ９ ， ２ ０ ０ 株は、 従業員持株Ｅ Ｓ ＯＰ 信託による当社の株式の売却８ １ ， ７ ０ ０ 株お

よび役員報酬Ｂ Ｉ Ｐ 信託所有の当社株式の交付７ ， ５ ０ ０ 株によるものであり ます。  

４ ． 当連結会計年度末の自己株式数には、 従業員持株Ｅ Ｓ ＯＰ 信託が所有する当社の株式２ ７ ５ ， ５ ０ ０ 株

および役員報酬Ｂ Ｉ Ｐ 信託が所有する当社の株式２ ７ ６ ， ０ ０ ０ 株が含まれており ます。  

 

３ ． 配当に関する事項 

（ １ ） 配当金支払額 

決 議 株式の 

種 類 

配当金の総額 

（ 百万円）  

１ 株 当 た り  

配当額（ 円）  

基準日 効力発生日 

平成２ ９ 年６ 月２ ２ 日 

定時株主総会 

普通 

株式 

６ ５ １  １ ４  平成２ ９ 年３ 月３ １ 日 平成２ ９ 年６ 月２ ３ 日 

平成２ ９ 年１ １ 月１ ０ 日 

取締役会 

普通 

株式 

６ ９ ５  １ ５  平成２ ９ 年９ 月３ ０ 日 平成２ ９ 年１ ２ 月１ 日 

（ 注） １ ． 平成２ ９ 年６ 月２ ２ 日開催の定時株主総会決議による配当金総額には、 従業員持株Ｅ Ｓ ＯＰ 信託が所

有する当社株式に対する配当金５ 百万円および役員報酬Ｂ Ｉ Ｐ 信託が所有する当社株式に対する配当金

３ 百万円が含まれており ます。  

   ２ ． 平成２ ９ 年１ １ 月１ ０ 日開催の取締役会決議による配当金総額には、 従業員持株Ｅ Ｓ ＯＰ 信託が所有

する当社株式に対する配当金４ 百万円および役員報酬Ｂ Ｉ Ｐ 信託が所有する当社株式に対する配当金４
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百万円が含まれており ます。  

  

（ ２ ） 基準日が当連結会計年度に属する配当のう ち、 配当の効力発生日が翌期となるもの 

     平成３ ０ 年６ 月２ １ 日開催の定時株主総会の議案と し て、 普通株式の配当に関する事項を次のとおり 提

案しており ます。  

     ①配当金の総額          ６ ９ ５ 百万円 

     ②１ 株当たり 配当額           １ ５ 円 

     ③基準日         平成３ ０ 年３ 月３ １ 日 

     ④効力発生日       平成３ ０ 年６ 月２ ２ 日 

     なお、 配当原資については、 利益剰余金とすることを予定しており ます。  

（ 注） 平成３ ０ 年６ 月２ １ 日開催の定時株主総会決議による配当金総額には、 従業員持株Ｅ Ｓ ＯＰ 信託が所有

する当社株式に対する配当金４ 百万円および役員報酬Ｂ Ｉ Ｐ 信託が所有する当社株式に対する配当金４ 百

万円が含まれており ます。  

 

〈 金融商品に関する注記〉  

１ ． 金融商品の状況に関する事項  

当社グループは、 年度経営計画の一環として策定した資金計画に照らして必要な資金を安定的かつ低コスト の

調達手段（ 主と して銀行借入または社債発行） で調達し 、 一時的な余資は流動性および安全性の高い金融資産で

運用しており ます。   

受取手形及び売掛金、 電子記録債権に係る顧客の信用リ スクは、 与信限度管理規程に沿ってリ スク低減を図っ

ており ます。 また、 投資有価証券は主として株式であり 、 上場株式については四半期ごとに時価の把握を行って

います。  

借入金および社債の使途は運転資金および設備投資資金であり 、 一部の長期借入金の金利変動リ スクに対し て

金利スワッ プ取引を実施して支払利息の固定化を実施しており ます。  

なお、 デリ バティ ブはリ スク回避を目的と し ， 実需の範囲で行う こと と しており ます。   

 

 ２ ． 金融商品の時価等に関する事項  

平成３ ０ 年３ 月３ １ 日における連結貸借対照表計上額、 時価およびこれらの差額については、 次のとおり であ

り ます。  

（ 単位： 百万円）  

 
連結貸借対照表 

計上額（ ＊１ ）  
時価（ ＊１ ）  差額 

（ １ ） 現金及び預金 １ ８ ， ９ ４ ７  １ ８ ， ９ ４ ７  － 

（ ２ ） 受取手形及び売掛金 １ ８ ， ９ ５ ０  １ ８ ， ９ ５ ０  － 

（ ３ ） 電子記録債権 ２ ， ８ ３ ４  ２ ， ８ ３ ４  － 

（ ４ ） 投資有価証券     

   その他有価証券 ６ ， ７ ０ ９  ６ ， ７ ０ ９  － 

（ ５ ） 支払手形及び買掛金 (   ９ ， ９ ６ ６ )  (  ９ ， ９ ６ ６ )  － 

（ ６ ） 電子記録債務 (   ４ ， ４ ４ １ )   (  ４ ， ４ ４ １ )  － 

（ ７ ） 短期借入金（ ＊２ ）  (   １ ， １ ４ ５ )  (  １ ， １ ４ ５ )  － 

（ ８ ） 未払法人税等 (     ９ ２ ５ )  (    ９ ２ ５ )  － 

（ ９ ） 長期借入金（ ＊２ ）  (   ５ ， ０ ０ ２ )  (  ５ ， ０ １ ３ )  (１ １ )  

（ 10） 社債 (   ６ ， ０ ０ ０ )  (  ６ ， ０ ０ ７ )  (７ )  

（ 11） デリ バティ ブ取引 

    ヘッ ジ会計が適用されていないもの 

 

９  

 

９  

 

－ 

（ ＊１ ） 負債に計上されているものについては、 （  ） で示しており ます。  

（ ＊２ ） 連結貸借対照表において短期借入金と して計上さ れている１ 年以内返済予定の長期借入金１ ， ７ ７ ６ 百

万円は、 長期借入金に含めて示しており ます。  

（ 注１ ） 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリ バティ ブ取引に関する事項  
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（ １ ） 現金及び預金、 （ ２ ） 受取手形及び売掛金 、 （ ３ ） 電子記録債権 

これらは短期間で決済されるため、 時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、 当該帳簿価額によっ  

ており ます。  

（ ４ ） 投資有価証券  

これらの時価について、 株式は取引所の価格によっており ます。   

（ ５ ） 支払手形及び買掛金、 （ ６ ） 電子記録債務、 （ ７ ） 短期借入金、 （ ８ ） 未払法人税等 

これらは短期間で決済されるため、 時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、 当該帳簿価額によっており

ます。    

（ ９ ） 長期借入金  

長期借入金の時価については、 元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率 

で割り 引いて算定する方法によっており ます。 変動金利による長期借入金は金利スワッ プの特例処理の

対象とされており 、 当該金利スワッ プと一体と して処理された元利金の合計額を、 同様の借入を行った

場合に適用される合理的に見積られる利率で割り 引いて算定する方法によっており ます。   

（ 10） 社債 

   社債の時価については、 市場価格に基づいており ます。   

（ 11） デリ バティ ブ取引 

      時価については、 取引先金融機関等から提示された価格等に基づいており ます。  

金利スワッ プの特例処理によるものは、 ヘッ ジ対象と さ れている長期借入金と 一体と し て処理さ れて

いるため、 その時価は、 「 （ ９ ） 長期借入金」 に含めて記載しており ます。  

 

（ 注２ ） 非上場株式（ 連結貸借対照表計上額１ ３ ４ 百万円） および関連会社株式（ 連結貸借対照表計上額５ ， ５

９ ８ 百万円） は、 市場価格がなく 、 時価を把握することが極めて困難と認められることから、「 （ ４ ） 投

資有価証券 その他有価証券」 には含めており ません。  

 

 

〈 １ 株当たり 情報に関する注記〉  

１ 株当たり 純資産額 １ ， ３ ７ ９ 円１ ５ 銭 

１ 株当たり 当期純利益 １ ０ ４ 円６ ９ 銭 

（ 注） 従業員持株Ｅ Ｓ ＯＰ 信託および役員報酬Ｂ Ｉ Ｐ 信託が所有する当社株式を、 １ 株当たり 純資産額の算定上、

期末発行済株式総数から控除する自己株式に含めており ます。 （ 当連結会計年度５ ５ １ 千株）  

また、 １ 株当たり 当期純利益の算定上、 期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めており ます。

（ 当連結会計年度５ ９ ３ 千株）  

 

 

〈 その他の注記〉  

共通支配下の取引等 

  （ 西日本バンド ー株式会社と東日本バンド ー株式会社の合併）  

１ ． 取引の概要  

（ １ ） 結合当時企業の名称及びその事業の内容 

①結合企業 

名称  西日本バンド ー株式会社 

事業の内容 伝動ベルト 製品・ 運搬ベルト 、 ポリ ウレタン機能部品などの加工、 販売 

②被結合企業 

名称  東日本バンド ー株式会社 

事業の内容 伝動ベルト 製品・ 運搬ベルト 、 ポリ ウレタン機能部品などの加工、 販売 

（ ２ ） 企業結合日 

平成２ ９ 年４ 月１ 日 

（ ３ ） 企業結合の法的形式 

西日本バンド ー株式会社を存続会社とし 、 東日本バンド ー株式会社を消滅会社とする吸収合併 
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（ ４ ） 結合後企業の名称 

バンド ー・ I ・ C・ S 株式会社 

（ ５ ） その他取引の概要に関する事項 

当社の国内販売子会社である２ 社の経営を統合し 、 地域密着の販売体制を堅持しつつ全国規模の会社とし

て事業拡大を図るとと もに、 グループとしての販売戦略の一貫性の確保と経営の一層の効率化を通し 、 グ

ループ収益力の強化を図ることを目的としており ます。  

 

２ ． 実施した会計処理の概要 

「 企業結合に関する会計基準」 および「 企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」 に基づき、

共通支配下の取引として処理しており ます。  
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個別注記表 
 

〈 重要な会計方針に係る事項に関する注記〉  

 １ ． 資産の評価基準および評価方法 

（ １ ） 有価証券   

①子会社株式および関連会社株式 ・ ・ ・  移動平均法による原価法 

②その他有価証券   

    時価のあるもの ・ ・ ・  決算日の市場価格等に基づく 時価法 

（ 評価差額は全部純資産直入法により 処理し 、 売却原価は移動

平均法により 算定）  

   

    時価のないもの ・ ・ ・  移動平均法による原価法 

   

（ ２ ） デリ バティ ブ  ・ ・ ・  時価法 

   

（ ３ ） たな卸資産   

①製品・仕掛品・原材料  ・ ・ ・  先入先出法による原価法 

（ 貸借対照表価額は収益性の低下に基づく 簿価切下げの方法に

より 算定）  

②商品・ 貯蔵品 ・ ・ ・  総平均法による原価 

（ 貸借対照表価額は収益性の低下に基づく 簿価切下げの方法に

より 算定）  

 

 ２ ． 固定資産の減価償却の方法 

(１ ） 有形固定資産 

  （ リ ース資産を除く ）  

・ ・ ・  定率法 

ただし 、 平成１ ０ 年４ 月１ 日以降取得し た建物（ 附属設備を除

く ） 並びに平成２ ８ 年４ 月１ 日以降取得し た建物附属設備およ

び構築物については定額法によっており ます。  

なお、 主な耐用年数は以下のとおり であり ます。  

建物          ３ ～５ ０ 年 

機械及び装置      ８ ～１ ０ 年 

   

(２ ） 無形固定資産 

  （ リ ース資産を除く ）  

・ ・ ・  定額法 

なお、 自社利用のソフト ウェ アについては社内における利用可

能期間（ ５ 年） に基づいており ます。  

   

(３ ） リ ース資産 ・ ・ ・  所有権移転外ファイナンス・ リ ース取引に係るリ ース資産 

リ ース期間を耐用年数と し 、 残存価額を零と する定額法を採用

しており ます。  

   

 

３ ． 引当金の計上基準 

(１ ） 貸倒引当金 ・ ・ ・  債権の貸倒れによる損失に備えるため、 一般債権については貸

倒実績率により 、 貸倒懸念債権等特定の債権については個別に

回収可能性を検討し 、 回収不能見込額を計上しており ます。  

 

(２ ） 退職給付引当金 ・ ・ ・  従業員の退職給付に備えるため、 当事業年度末における退職給

付債務および年金資産の見込額に基づき計上しており ます。  

  ①退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり 、 退職給付見込額を当事業年度末

までの期間に帰属さ せる方法については、 給付算定式基準に

よっており ます。  

  ②数理計算上の差異および過去勤務費用の費用処理方法 

過去勤務費用は、 その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（ １ ０ 年） による定額法により 費用処理し ており

ます。  
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数理計算上の差異は、 各事業年度の発生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数（ １ ０ 年） による定額法によ

り 按分し た額を、 それぞれ発生の翌事業年度から費用処理する

ことと しており ます。  

(３ ） 株式報酬引当金 ・ ・ ・  役員報酬Ｂ Ｉ Ｐ 信託による当社株式の交付に備えるため、 社内

規定に基づき、 役員等に割り 当てられたポイント に応じ た株式

の支給見込額を計上しており ます。  

 

４ ． その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

（ １ ） ヘッ ジ会計の方法   

①ヘッ ジ会計の方法 ・ ・ ・  繰延ヘッ ジ処理によっており ます。 ただし 、 金利スワッ プにつ

いては特例処理を採用しており ます。  

②ヘッ ジ手段とヘッ ジ対象 

ヘッ ジ手段 ・ ・ ・  金利スワッ プ取引 

ヘッ ジ対象 ・ ・ ・  変動金利の借入金 

③ヘッ ジ方針 ・ ・ ・  金利変動リ スク を回避するために社内規定に基づきヘッ ジを

行っており ます。  

④ヘッジ有効性評価の方法 ・ ・ ・  金利スワッ プについては、 特例処理の要件を満たし ているかの

判定をもって有効性の判定に代えており ます。  

 

（ ２ ） 退職給付に係る会計処理 

退職給付に係る未認識数理計算上の差異、 未認識過去勤務費用の会計処理の方法は、 連結計算

書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっており ます。  

 

（ ３ ） 消費税等の会計処理 

消費税および地方消費税の会計処理は、 税抜方式によっており ます。  

 

（ ４ ） 連結納税制度の適用 

連結納税制度を適用しており ます。  

 

５ ． 表示方法の変更 

（ 損益計算書）  

前事業年度において、 固定資産除却損については、 「 営業外費用」 の「 その他」 に含めて表示し ており ました

が、 重要性が増したため、 独立掲記することと しました。  

 

６ ． 追加情報 

（ 従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）  

   当社は、 中長期的な企業価値を高めることを目的として、 従業員持株Ｅ Ｓ ＯＰ 信託を導入しており ます。  

   当該信託契約に係る会計処理については、 「 従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上

の取扱い」 を適用しており ます。  

(１ ） 取引の概要 

   当社が「 バンド ー化学社員持株会」 （ 以下、 「 当社持株会」 という 。 ） に加入する従業員のう ち一定の要件を充

足する者を受益者とする信託を設定し 、 当該信託は信託設定時より ５ 年間にわたり 当社持株会が取得すると見込ま

れる数の当社株式を、 予め定めた取得期間において取得しており ます。 その後、 当該信託は当社株式を毎月一定日

に当社持株会に売却いたします。  

(２ ） 信託に残存する自社の株式 

   信託に残存する当社株式を、 信託における帳簿価額（ 付随費用の金額を除く 。 ） により 、 純資産の部に自己株式

として計上しており ます。 当事業年度末の当該株式の帳簿価額および株式数は、 ２ ８ ３ 百万円および２ ７ ５ 千株で

あり ます。  

(３ ） 総額法の適用により 計上された借入金の帳簿価額 

  当事業年度末 ３ １ ７ 百万円 

 

（ 取締役等を対象とする業績連動型株式報酬制度）  

   当社は、 取締役（ 業務執行取締役でない取締役および海外居住者を除く 。 ） および執行役員（ 以下、 併せて「 取
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締役等」 という 。 ） を対象に、 取締役等の報酬と当社株式の価値との連動性をより 明確にし 、 中長期的な業績の向

上と 企業価値の増大への貢献意識を高めること を目的と し て、 業績連動型株式報酬制度（ 以下、 「 本制度」 と い

う 。 ） と して役員報酬Ｂ Ｉ Ｐ 信託を導入しており ます。  

当該信託契約に係る会計処理については、 「 従業員等に信託を通じ て自社の株式を交付する取引に関する実務

上の取扱い」 に準じており ます。  

（ １ ） 取引の概要 

   本制度は、 当社が信託に金員を拠出し 、 当該信託がこれを原資として当社株式を取得し 、 業績達成度に応じて当

社の取締役等に当社株式の交付を行う 業績連動型株式報酬制度です。 ただし 、 取締役等が当社株式の交付を受ける

時期は、 原則と して、 取締役等の退任時とします。  

（ ２ ） 信託に残存する自社の株式 

   信託に残存する当社株式を、 信託における帳簿価額（ 付随費用の金額を除く 。 ） により 、 純資産の部に自己株式

として計上しており ます。 当事業年度末の当該株式の帳簿価額および株式数は、 ２ ７ ６ 百万円および２ ７ ６ 千株で

あり ます。  

また、 上記役員報酬の当事業年度負担見込額については、 株式報酬引当金として計上しており ます。  

 

 

〈 貸借対照表に関する注記〉  

  １ ． 有形固定資産の減価償却累計額       ５ ６ ， ７ １ ３ 百万円 

 

２ ． 保証債務残高  

   関係会社の金融機関からの借入に対する保証債務は次のとおり であり ます。  

Bando USA,  I nc.  ８ ７ ９  百万円 

Bando ( I ndi a)  Pvt .  Lt d.  ４ ５ １  百万円 

Bando Bel t  Manuf act ur i ng( Tur key) ,  

I nc.  
３ １  百万円 

計 １ ， ３ ６ １  百万円 

 

  ３ ． 関係会社に対する金銭債権債務 

短期金銭債権 ８ ， ７ ２ ３  百万円 

短期金銭債務 ３ ， ８ ３ ０  百万円 

   

 ４ ． 事業年度末日満期手形等 

   事業年度末日満期手形等の会計処理については、 手形交換日または決済日をもって決済処理し ており ます。

なお、 当事業年度末日が金融機関の休日であったため、 次の事業年度末日満期手形等が当事業年度末日残高に

含まれており ます。  

受取手形 ５ ５  百万円 

電子記録債権 ４ ２  百万円 

支払手形 ２  百万円 

電子記録債務 ６ １ ７  百万円 
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〈 損益計算書に関する注記〉  

１ ． 関係会社との取引高 

売上高 ２ ７ ， ２ ７ ４  百万円 

仕入高 ３ ， １ ０ ３  百万円 

営業取引以外の取引高 １ ， ９ ２ ０  百万円 

 

  ２ ． 減損損失 

用途 場所 
減損損失 

種類 金額（ 百万円）  

事業用資産 大阪府泉南市 建物 ８ ４  

機械及び装置 ９ ５  

工具、 器具及び備品 ０  

建設仮勘定 ３  

その他 ０  

合計 １ ８ ４  

（ 資産のグルーピング方法）  

当社は管理会計上の区分に従い、 事業部を基礎と したグルーピングを行っており ます。 ただし 、 遊休資産に

ついては、 それぞれ個別の物件ごとにグルーピングを行っており ます。  

 

（ 減損損失の認識に至った経緯）  

当事業年度に減損処理の対象と なる資産は、 営業損失の発生が継続し 、 割引前将来キャッ シュ ・ フローの総

額が帳簿価額を下回ったため、 減損損失を認識しており ます。  

 

（ 回収可能価額の算定方法）  

回収可能価額は、 正味売却価額により 測定し ており 、 土地については路線価による相続税評価額に合理的な

調整を行って算出した金額により 評価しており ます。  
 

 

〈 株主資本等変動計算書に関する注記〉  

１ ．  発行済株式の種類および総数に関する事項 

株式の種類 当事業年度 

期首株式数（ 株）  

当事業年度 

増加株式数（ 株）  

当事業年度 

減少株式数（ 株）  

当事業年度末 

株式数（ 株）  

普通株式 ４ ７ ， ２ １ ３ , ５ ３ ６  － － ４ ７ ， ２ １ ３ , ５ ３ ６  

 

２ ．  自己株式の種類および株式数に関する事項 

株式の種類 当事業年度 

期首株式数（ 株）  

当事業年度 

増加株式数（ 株）  

当事業年度 

減少株式数（ 株）  

当事業年度末 

株式数（ 株）  

普通株式 １ ， ３ ３ ４ ， ６ ７ ３  １ ３ ６ ， ０ ３ １  ８ ９ ， ２ ０ ０  １ ， ３ ８ １ ， ５ ０ ４  

（ 注） １ ． 当社は、 従業員持株Ｅ Ｓ ＯＰ 信託および役員報酬Ｂ Ｉ Ｐ 信託を導入しており 、 信託が所有する当社株式

は自己株式に含めて記載しており ます。  

２ ． 普通株式の増加１ ３ ６ ， ０ ３ １ 株は、 定款の定めに基づく 取締役会決議による取得１ ３ ３ ， ５ ０ ０ 株、

単元未満株式の買取り ２ ， ５ ３ １ 株によるものであり ます。  

３ ． 普通株式の減少８ ９ ， ２ ０ ０ 株は、 従業員持株Ｅ Ｓ ＯＰ 信託による当社の株式の売却８ １ ， ７ ０ ０ 株お

よび役員報酬Ｂ Ｉ Ｐ 信託所有の当社株式の交付７ ， ５ ０ ０ 株によるものであり ます。  

４ ． 当事業年度末の自己株式数には、 従業員持株Ｅ Ｓ ＯＰ 信託が所有する当社の株式２ ７ ５ ， ５ ０ ０ 株およ

び役員報酬Ｂ Ｉ Ｐ 信託が所有する当社の株式２ ７ ６ ， ０ ０ ０ 株が含まれており ます。  
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〈 税効果会計に関する注記〉  

  繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

    ＜繰延税金資産＞ 

退 職 給 付 信 託 拠 出 額 １ ， １ ４ ６  百万円 

関 係 会 社 株 式 評 価 損 ５ ８ ５  百万円 

退 職 給 付 引 当 金 ２ ７ ３  百万円 

減 損 損 失 ２ １ ４  百万円 

そ の 他 ４ ０ ０  百万円 

繰 延 税 金 資 産 小 計 ２ ， ６ ２ ０  百万円 

評 価 性 引 当 額 △７ ５ ６  百万円 

繰 延 税 金 資 産 合 計 １ ， ８ ６ ３  百万円 

 

    ＜繰延税金負債＞ 

退 職 給 付 信 託 設 定 差 益 ９ ２ ７  百万円 

そ の他有価証券評価差額金 ９ ６ ５  百万円 

そ の 他 １ ２  百万円 

繰 延 税 金 負 債 合 計 １ ， ９ ０ ５  百万円 

   

繰 延 税 金 資 産 の 純 額 △４ ２  百万円 

 

〈 関連当事者との取引に関する注記〉  

種類 会社等の名称 

議決権等の 

所有（ 被所

有） 割合 

関連当事者との関

係 
取引の内容 

取引金額 

（ 百万円）  
科目 

期末残高（ 百

万円）  

子会社 バンド ー・ I ・

C・ S株式会社 

所有 

直接１ ０ ０ ％ 

当社製品の販売 当社製品の販売 

（ 注１ ）  

１ ３ ， ８ ６ ６  売掛金 ６ ， ３ ３ １  

   資金の預り  資金の預り  ９ ９ ９  預り 金 １ ， ８ ２ ６  

    利息の支払 １  － － 

    （ 注１ ）     

    （ 注２ ）     

子会社 バ ン ド ー ト

レーディ ング 

所有 

直接１ ０ ０ ％ 

輸出入業務代行 当社製品の販売

（ 注１ ）  

２ ， ７ １ ３  売掛金 １ ， ０ ７ ９  

 株式会社       

子会社 Bando 

USA, I nc.  

 

所有 

直接１ ０ ０ ％ 

 

当社製品の販 債務保証 ８ ７ ９  － － 

 売・ 技術供与等 （ 注１ ）     

 債務保証     

子会社 Bando 所有 当社製品の販 配当の受取 ６ ２ ５  － － 

 Manuf act ur i ng 直接 ９ ９ ％ 売・ 技術供与等 （ 注１ ）     

 ( Thai l and)  

Lt d.  

間接  ０ ％      

子会社 Bando  所有 当社製品の販 配当の受取 ２ ４ ６  － － 

 Manufacturing  直接１ ０ ０ ％ 売・ 技術供与等 （ 注１ ）     

 (Vietnam) 

Co., Ltd. 

      

 （ 注）  １ ．  取引条件および取引条件の決定方針 

   製品の販売については、 市場価格に基づき決定しており ます。  

   資金の預り の利息は、 市場金利を勘案して決定しており ます。  

配当の受取は、 主に期末配当によるものであり ます。  

   債務保証は同社の金融機関からの借入に対するものであり 、 保証料は受け取っており ません。  

  ２ ．  資金の預り については、 当社が導入しているＣ ＭＳ （ キャッ シュ・ マネジメ ント ・ システム） に 

   よる取引であり 、 取引金額は期中平均残高を記載しており ます。  

  ３ ．  取引金額については消費税等は含まれており ませんが、 期末残高については消費税等を含んでお 

   り ます。  
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〈 １ 株当たり 情報に関する注記〉  

１ 株当たり 純資産額 ８ ４ １ 円２ １ 銭 

１ 株当たり 当期純利益 ６ ７ 円８ ４ 銭 

（ 注） 従業員持株Ｅ Ｓ ＯＰ 信託および役員報酬Ｂ Ｉ Ｐ 信託が所有する当社株式を、 １ 株当たり 純資産額の算定上、

期末発行済株式総数から控除する自己株式に含めており ます。 （ 当事業年度５ ５ １ 千株）  

   また、 １ 株当たり 当期純利益の算定上、 期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めており ます。

（ 当事業年度５ ９ ３ 千株）  
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